相続と遺言
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１、貯金や土地・建物等のプラス財産の相続は、遺言がなければまず共同相続人間での話し合いで帰属や分配を自由に決めることができます。話し合いがうまくいかなくて合意が成立しなければ、家裁での調停のなどの法的手続をしなくてはいけません。その際には分け前は法定相続分が基本となります。
　法定相続分は死亡した人に子どもがいれば、こども（１／２）と死亡した人の配偶者（１／２）、子どもがいなくて親がひとりでも存じておられれば親（１／３）と死亡した人の配偶者（２／３）、親もおられないときは死亡した人の兄弟姉妹（既に死亡しておられれば、その子、つまり甥や姪）（１／４）と配偶者（３／４）です。
　また、お祀りごとの指定や希望（祭祀承継者の指定）も書くことができます。案外、大事なことではないでしょうか。
２、障害のある子のご両親は、その子の将来のためにいろいろと心を尽くされると思います。法定相続分を基本とした遺産の分配を変えたいとか、その他遺言で
この子のためになることを書きたいと思われる方のために遺言というしくみがあります。
　遺言の作成方法は原則２つ、自分で全文を書いて作成する方法(自筆証書遺言)と、公証役場に行って公正証書役場に行って公正証書という形で遺言を作成する方法（公正証書遺言）です
　前者は形式や遺言内容が不明確故無効になるケースがたくさんありますので、書かれるときは専門家の目でチェックしてもらってください。
３、遺言内容について、ご両親はいろいろ悩まれると思います。一つだけ申し上げたいのは、障がいのある相続人の法定相続分は最低限確保していただきたいことです。
　障がいのある相続人が親なき後一人ぼっちにならないように、他の兄弟姉妹に面接などの希望を書かれた遺言者がおられました。このような、遺言をもらう人に一定の仕事を課す遺言のことを負担付遺贈などと呼んでいます。「負担」としては、例えば、障がい者入所支援施設に入所している○○を二か月に一回面接に行くとか、お盆やお正月の家族帰省を受け入れるとか、一年に一度の旅行の同行を希望するするとか、親が障がいのある子にどのようなことをしてもらいたいか、その願いを遺産をもらう他の人に委託ないし希望することができます。これまであまり使われておりません、次善の一つの方策と思います。
[bookmark: _GoBack]　子どもの普通の生活のために、相続で承継した財産を子どもの生活の質の向上のために存分に使っていただくような、きめ細かい遺言を作成して欲しいものです。障がいのある人のご両親は、子どもの生活の豊かさを創造するその道のプロでありますから、頑張ってほしいと思います。
